（様式１）
せり売り参加申込書

令和　　年　　月　　日
嘉麻市長　　様
住所又は所在地　
氏名又は商号・名称
及び代表者名　	㊞
電話番号　

[bookmark: _Hlk204614202]令和７年度公用車売却について、全ての内容を理解したうえで関係書類を添えて参加を申し込みます。
記
１．物品名ごとの参加希望	
	参加の有無
	物　　品　　名

	
	ニッサン　ダットサンピックアップ（筑豊44す81-47）

	
	スズキ　　ジムニー（筑豊580こ81-14）

	
	ニッサン　ADエキスパート（筑豊400す46-36）

	
	スズキ　　キャリー（筑豊40け68-20）

	
	スバル　　サンバー（筑豊480う40-82）


※せり売り参加希望の物件ごとに「参加の有無」を〇×で記載すること

２．添付書類
・資格要件誓約書（様式２）
・住民票の写し（個人の場合のみ・発行から３月以内のもの）
・法人登記簿謄本の写し（法人の場合のみ・発行から３月以内のもの）
・誓約及び納付状況等調査同意書（様式５）
３．注意事項
使用する印鑑は、提出書類すべてに同じものを使用してください。
法人の場合は社印と代表者印を押印してください。
（様式２）

資格要件誓約書

令和　　年　　月　　日
嘉麻市長　　様

住所又は所在地　
氏名又は商号・名称
及び代表者名　	㊞


　私は、令和７年度公用車売却において、参加のための資格要件である下記の項目に該当しないことを誓約いたします。

記

⑴　個人及び法人以外の者。
⑵　個人の場合は、嘉麻市に住民票を有しない者。法人の場合は、嘉麻市に令和７年度各指名登録又は令和８年度指名登録申請を行っていない者。
⑶　地方自治法（昭和２２年法律第６７条）第２３８条の３第１項の規定に該当する者。
⑷　当該せり売りに係る契約を締結する能力を有しない者、破産者で復権を得ない者及び地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当すると認められる者でその事実があった後３年を経過しない者又はその者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入札代理人として使用する者。
⑸　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第３２条第１項各号に掲げる者。
⑹　納付すべき市税及び嘉麻市建設工事等競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成１８年嘉麻市規則第１６６号）別表第２に掲げる公共料金等に滞納がある者。

（様式３）

委任状

令和　　年　　月　　日

嘉麻市長　　様

住所又は所在地　
氏名又は商号・名称
及び代表者名　	㊞

私は、下記の者を代理人と定め、令和７年度公用車売却に関する一切の権限を委任します。

記

代 理 人
住所又は所在地　
氏名又は商号・名称
及び担当者名　	㊞


（様式４）

せり売り辞退届出書

令和　　　年　　　月　　　日

嘉麻市長　　様

住所又は所在地　
氏名又は商号・名称
及び代表者名　	㊞

[bookmark: _Hlk204614374]　せり売り参加申込書を提出していた令和７年度公用車売却について、下記理由により辞退します。

記

物品名	

理由





（様式５）
　
誓約及び納付状況等調査同意書

令和　　年　　月　　日

嘉麻市長　　様
住所　
氏名又は商号・名称
及び代表者名　	㊞

令和７年度公用車売却に係る参加を申請するに当たり、申請者が個人の場合は申請者と申請者と同一世帯の者又は法人の場合は当該法人と役員（以下「申請者等」という。）は、下記のとおり、誓約及び同意をします。
記
１．申請者等は、住民票及び末尾記載の市税等の納付状況について、嘉麻市が調査することに同意します。
２．申請者等は、嘉麻市暴力団等追放推進条例（平成２１年嘉麻市条例第２４号）第２条第２号から第５号に規定する団体又は者に該当しないことを誓約するとともに、その該当の有無について、嘉麻市が調査することに同意します。
	誓約及び調査
同意者の署名等
	ふりがな
氏　　名
	生年月日
	申請者との
続柄
※法人の場合は性別
	備　　考
※申請者と住所が異なる場合は、住所を記入

	申請者
（法人の場合は代表者）
	　
	年　月　日
	　
	　

	申請者と同一
世帯の者
（法人の場合は役員）
	　
	年　月　日
	　
	　

	
	　
	年　月　日
	　
	　

	
	　
	年　月　日
	　
	　

	
	　
	年　月　日
	　
	　

	
	　
	年　月　日
	　
	　

	
	　
	年　月　日
	　
	　


注)上欄には、必ず各自が自筆しなければなりません。場合によっては、調査同意等の権限者からの同意書等が必要となることがあります。
（様式５）

市税等
	市民税
	固定資産税
	軽自動車税

	国民健康保険税
	市営住宅使用料
	保育料

	学童保育所利用料
	道路占用料
	市有土地・建物貸付料

	国有地転貸料
	水道料金
	農道・水路等占用料

	学校給食費
	介護保険料
	住宅新築資金償還金

	住宅改修資金償還金
	宅地取得資金償還金
	後期高齢者医療保険料

	災害援護資金償還金
	福祉電話使用料
	汚水処理施設使用料

	市営住宅退去時補修費
	老人施設入所負担金

	老人居室整備資金貸付金
	奨学資金貸付金(連帯債務含む。)

	公の施設の利用又は行政財産の目的外使用許可に係る使用料

	その他の市に納付又は納入すべき全ての公共料金等












	






